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In this article, “open regionalism” is considered a set of diplomatic norms or a historical cultural 
system of global governance. Many previous studies have treated “open regionalism” as an economic 
principle from the 1980s, and Asia-Pacific regionalism that is closely related to Asia-Pacific Economic 
Cooperation （APEC）. This study reaches further back to the actual origins of the concept, focusing on 
the Ministerial Meeting of the Colombo Plan in October 1955, when Japan advocated “open regionalism” 
in the international community for the first time.
Japan, which closely associated economic revitalization with the development of Southeastern Asia, 
adopted “open regionalism” for reasons related to both regionalism and openness. There were several 
reasons to promote regionalism: （1） it would eliminate the inefficiencies of the payment system; （2） it fa-
cilitated cooperation with the United States, which promoted an anti-communist regional policy; and （3） 
it recognized the trend toward “Asian solidarity” which led to the Bandung Conference. With regard to 
openness, it would （1） secure realistic financial resources of development from “outside the Asian area,” 
such as international agencies or the United States; （2） enhance Japan’s image as a nation “outside of the 
Asian area” among foreign countries that had strongly nationalistic or anti-Japanese sentiments; and （3） 
provide an opportunity for participation by private actors with economic connections from before the 
War.
In conclusion, as of 1955, the main elements of “open regionalism” had already appeared to some 
extent. These elements corresponded to three major principles of Japanese postwar diplomacy̶ “a focus 
on the United Nations,” “cooperation with the free nations,” and “maintenance of status as an Asian 
country.” “Open regionalism” was necessary as a concept to overcome the contradictions contained in 
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 1 外務省『外交青書 2012』http://www.mofa.go.jp/mofaj//gaiko/bluebook/2012/html/chapter1/chapter1_01.html#h01_10（2013
年 3月 1日アクセス）
 2 平成 18年 11月外務省作成「東アジア共同体構築に係る我が国の考え方」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eas/pdfs/eas_ 
02.pdf（2013年 3月 1日アクセス）
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12 たとえば，保城（2008）の研究は 1955年の事例を詳しく扱っているが，基本的に 1950・60年代における日本のアジア地
域主義と，80年代以降は大きな断絶が存在するとの見解に立ち，二つの時代を同列に論じることにはあまり意味がないとす
る。保城広至『アジア地域主義外交の行方：1952‒1966』（木鐸社，2008年）15頁。
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27 1954年 11月 8日，ワシントン・ナショナル・プレスクラブにおける演説は，吉田茂『回想十年』第一巻（中公文庫，1998
年）271‒275頁に収録されている。
28 欧州諸国は 1947年 7月，会合を開き復興計画（いわゆるマーシャル・プラン）を策定した。具体化された内容は，1947年
から 4年間，約 130億米ドルの経済・技術援助を欧州経済協力機構（OEEC: Organization for European Economic Cooper-
ation）のメンバー国に与えるというものであった。マーシャル・プランの援助資金は主に米国の物資購入のために使われ
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38 毎日新聞　1955年 9月 17日朝刊，22日朝刊。
̶     ̶




































39 保城，101‒102頁。読売新聞 10月 4日夕刊。
40 読売新聞，1955年 10月 18日　夕刊。



































41 読売新聞　1955年 10月 22日朝刊。
42 同上。
43 同上。
̶     ̶
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在しうるが，これらの検証は別の機会に行いたい。
日本の国連加盟後，1957年に発行された『わが外交の近況（外交青書）』の記念すべき第一号には，
日本外交の基調をなす三大原則として，「国際連合中心」「自由主義諸国との協調」「アジアの一員と
しての立場の堅持」が挙げられている。作成に当たった当事者によると，これは「新たに打ち立てら
れた方針というより，そのころ国民の間に育っていた対外願望を要約したもの」だという 44。一見，
相互矛盾とも見える三大原則の意味とは，（1）国際連合がその崇高な目標にもかかわらず所期の目的
を果たすには至ってないので，（2）自由民主諸国が共産諸国に対し結束を保つ一翼を担うことによっ
て長期的平和を維持し，（3）かつ世界平和確立のための重要要件であるアジア地域における平和を確
保するため，アジアの一員として，アジアに平和を実現するようアジア諸国の共同性を高め，アジア
問題の公正な発言者としての役割を果たしていくこと，である 45。
「開かれた地域主義」とは，このような微妙なバランスの上に立つ三原則の矛盾を突破し包括的に
進めるため，特に対外的に説明する際に必要な概念であったといえる。日本は，少なくとも国家再建
がテーマだった 1955年の時点において，ナショナル，リージョナル，グローバルという三つのレベ
ルで利益が調和する均衡点の追求が，持続的な平和と安定，繁栄を実現する唯一の道であると強く自
覚していた。コロンボ計画閣僚会議における「開かれた地域主義」演説は，その思いを初めて米国と
英連邦，自由陣営のアジア諸国に対して表明したものであった。
しかし，それが具体的実践として姿を現すのは 1960年代半ば，名実ともに再び「アジア唯一の先
進国」となり，自己資金で地域主義政策を展開できる経済力を得て以降のことである。1966年には
東南アジア開発閣僚会議，東南アジア農業開発会議を東京で開催したが，これは戦後初めて日本が主
催した国際会議であった。また，同年には米国と同額の資金拠出を行い，アジア開発銀行（ADB）
を設立している。そして，日本が少しずつアジアの地域主義を組織し始めた 1967年 3月，三木外相
が「アジア問題はアジア太平洋の広さにおいて考えることが今日の時代の要請であるとともに歴史の
方向」「日本はアジア太平洋地域諸国間の相互理解と連帯協力の精神を地道に培っていく」と国会で
外交演説を行った 46。日本はこの時点でもう一度，自らを相対化し，「アジアと太平洋の接点」とし
て世界と地域への役割を謙虚に再確認したのである。
多くの先行研究が触れてきたように，その後，「開かれた地域主義」は，日本が新たに作り始めた
アジア太平洋地域協力を象徴する言葉となる。それは，欧州で展開されている排他的一元的な地域経
済統合の動きへの対抗論理として有効に働いた。それゆえに，「開かれた地域主義」とは，アジア地
域から発信されるグローバル・ガバナンスの在り方として捉えることができるだろう。その根底に
は，戦後日本外交の大義と基本的精神が反映されているのである。
44 斉藤鎮男『外交―私の体験と教訓』（サイマル出版会，1991年）42‒43頁。
45 外務省『わが外交の近況（外交青書）』第一号（1957年 9月）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1957/s32-1-2.
htm#a
46 第五十五回特別国会における三木外務大臣の外交演説（昭和四二年三月一四日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/ 
1967/s42shiryou.htm#e
